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論 文 内 容 の 要 旨
序章 「ポス ト単独主義の」の国際社会における人権ガヴァナンスの展望
現代の国際社会は人権侵害が後を絶たない。長年行われてきた奴隷貿易は、 トラフィッキングと呼
称 されながら形を変えて存続 してお り、国家が拷問の形態 をとりながら人権を躁繭 している揚合も数
多くある・2001年9月11日に発生 した同時多発テロ(9.11)によって数多 くの被害を出 したアメリカは、
「テロとの戦い」において、国際社会の了承なく、証拠不十分なまま、テロ容疑者 をアメ リカの軍事
施設に連行 し、拷 問を繰 り返 し行ってきた。
この トラフィッキングと拷問の問題は、現在のグローバル ・ガ ヴァナ ンスの欠陥 を露わにしている。
そもそ もガ ヴァナ ンス とは、政府の持つ立法や法執行等の役割に加 え、合意 しながら共通の 目的へ向
か うインフォーマルで非政府的なメカニズムを含むもの と定義 されるが、現代のグローバルなガヴァ
ナンスシステムはアメ リカを中心としたヒエラル キー的なものであり、アメ リカによる 「対テロ」を
理 由とした拷闇が横行 した場合、その行動を規制することは困難であ り、国際法の遵守を十分に確保
す ることも困難である。 グローバル社会におけるガヴァナ ンスの在 り方は、その行為主体である国家
の利益によって左右 され ることから、そこにグローバル ・ガ ヴァナンスの限界があるのである。
国際関係論では、どのようなプ ロセスによって行為主体の政治的行動が変容す るのかが、規範形成
と普及の研究において中心的な論点 となる。本稿 では、グローバル レベルの人権規範が個人レベルに
おいてまで履行 され る とは限らないので、グローバル レベルでの規範普及の議論にとどまらず、ロー
カル レベル における規範 普及(内 面化)に ついても議論する。 さらに、規範形成 ・普及の失敗の可能
性 、いわばグローバ ル ・ガ ヴァナンスの機能不全の因果関係を明確にする試みを行っている。また、
ミクロレベルの規範 とグローバル規範の関係を分析 し、これ まで'方 的に論 じられてきた規籠普及プ
ロセスか ら離れ ・ミクロレベルからマクロレベルへの反応によってもた らされたグローバル規範の変
更の可能性 も理論的視野に入れている。本稿 は、コンス トラクテ ィヴィズムの理論的思考に基づいて
構造の継続的変更について考察を行っている。
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アメリカの単独主義に基づ くグローバル ・ガヴァナンスは揺 らいでいるが、新 しい 「グローバルな
公共領域」 を見出す よう試みることが重要である。それはネ ッ トワークといった行為主体同士の連携
が必要 となって くるのである。
また、 自ら逸脱 したアメリカをグローバル ・ガ ヴァナ ンスは、再び取 り込むことが可能なのか。そ
れには、現在の多国主義的な国際社会の協力枠組みにアメリカを取 り込むことや、政府機関の水平 ・
垂直的なネ ットワー クに国内のそれぞれの構成員をグローバルに リンクさせて、政府間の国際交流を
加速 させることがあげられる。それによ り、利益や信念 を共有す る政府や市民社会、国際機関等、多
様 なステー クホールダーを含 んだ新 しい国際主義、新多国主義のグローバル ・ガヴァナンスが世界秩
序 として現れつつある。国境 を超える問題に対 してそれ らの総合的協働、「コー ・ガヴァナ ンス」が必
要になって くるのであ り、それは、ある覇権国の下でのグローバル ・ガヴァナンスではなく、多極あ
るいは水平のグローバル ・ガ ヴァナンスへの再構築なのである。
第t章 国際関係論におけるコンス トラクティヴィズ厶 と規範普及=理 論的アプローチ
国際関係論の分野において、コンス トラクテ ィヴィズムによる規範の形成 と普及 に関す る研究関心
の高ま りか ら、規範普及プロセスにおけるNGOと 国家 との関係や、グローバル社会 と国内社会の政
治的変容 との関係について多 くの研究がある。 しかしそれ らは、ア ドボカシー活動 を行っている行為
主体(NGO等)を主眼とした行為主体か らの一方向の議論である。グローバルな規範 とロ 一ーカルな規
範 との衝突や競争において、それぞれの規範はどう変化するのか。社会的 ・文化的状況が行為主体の
行動を形成 し、その行為主体の相互作用によって規範が形成 される。その規範の影響範囲内のあ らゆ
る政治的 ・社会的状況は、コンス トラクティヴィズムに とっての構造であり、それは行為主体の思考
に も影響を与えているので、その規範についての十分な説明が必要なのである。
規範は道徳的問題意識を発端 として出現し、国際社会でコンセンサスを得て、国内に向けて内面化
する段階まで既存の規範 と衝突や競争をくり返す。規範衝突では、ローカルエ リアの抵抗 を受けたグ
ローバル規範は消滅するか、あるいはローカルエ リアに受け入れ られて規範が置き換え られる。規範
が競争す る場合は、既存の規範 とア ドボカシーされるグローバルな規範が融合 し、規範の 「ローカ リ
ゼーシ ョン」が生 じる。
そ こでは、NGOによるア ドボカシー活動が大変重要であり、その対象であるローカルエ リアの文化
や価値観を大いに認識 し、それ らを積極的に受け入れなが ら活動する必要がある。 これは、受容 され
た規範を安定化 させ るためにも有用である。
また、規範普及において トランスナシ ョナル ・ア ドボカシー ・ネッ トワークの重要性 もあげられる。
規範侵害者 に対 して圧力 をかける 「ブーメラン効果」 とい う方法は、自国の政府か ら圧迫 されている
国内の行為主体 と国際社会の行為主体の協働ネ ットワークによって、人権侵害国政府 に対 して圧力を
加 える方法で、国際機構やINGOや他の国家との連携が大変重要である。また、ある問題をグローバ




る。覇権国家 によってある規範 を普及 させ、他の国家をその規範に取 り込み社会化 してい くとい う議
論 は、「覇権国家による規範逸脱」と言 うこともできるのではないか。なぜアメリカが国際社会の同意
な く、拷問 といった人権侵害を行ったのか。それは9」1以降、反拷問の人権規範よ りも、テロリス ト
か ら国家を守る価値を優先 した結果であろう。
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第2章 性的搾取 を目的とする トラフィッキング:重 層的格差構造の底辺の人々
は じめに トラフィッキングの構造的要因にっいて考察すると、この議論では、その発生要因を経済
的な格差に求める説が多 く、本稿で もその経済的要因をウォーラーステインの近代世界システム論 を
用いて理論的に説明 し、先進国の途上国に対する人的搾取であることを明 らかに した。 さらに、本稿
で扱っている性的搾取を目的 とする トラフィッキングの特徴を整理 し、その他の要因も明 らかに した。
つま り、家父長制などに よる女性への差別、貧者に対する差別、さらに外国人への差別が トラフィッ
キングを引き起こしていると考える。経済格差だけが要因ならば国内の貧 しい女性を 「商品」 とす る
ことも可能である。 しか し、ブローカーに とって外国人の女性を管理するのは容易であり、女性を買
う客や、第三者の外国人の人権に対する意識の低 さも大きく影響 している。 この女性、貧者、外国人
に対す る三つの重層的な差別構造が、 トラフィッキングを生み出 している要因であると考える。
規範衝突の議論 を適用すると、反 トラフィッキングの人権規範があるにも関わ らず トラフィッキン
グが消滅 しないのは、 この人権規範と、 トラフィッキングを是 とす るローカルエ リアの文化 ・慣習 と
が衝突 し、 グローバルな人権規範がローカルエ リアで抵抗を受けているからであると考 えられる。反
トラフィッキングの規範 をローカルな地域に内面化する際に、そ こで受諾 されやす くす るために、ま
た、その規範が持続 性 ・安定性を持つために、既存の地域の規範 と融合 し、ローカ リゼーシ ョンする
ことが有用である。
さらに、トラフィッキングの加害者 に対 して取 り締ま りや処罰を行 う必要性か ら、NGOのみな らず、
国家や国際機構 との連携が必要である。公 と民の協働 ・協力、多様な行為主体による 「コー ・ガ ヴァ
ナ ンス」が必要なのである。
第3章 拷問 をめ ぐる規範のア ドボカシー活動:規 範侵害者の再社会化
アメ リカに よる拷問の問題は、国内社会では反拷問の世論がある一方、国家の意思決定権者の レベ
ル においてはそれが内面化 してお らず、従 ってアメリカが国際社会において脱社会化、っま り、国際
レベルにおいて内面化 されていない例である。
総合的規範普及モデルか らアプローチす ると、逸脱の原因は規範衝突 と言 える。つま り9』1により、
人権規範遵守 と国防への要求が衝突 し、9.11のトラウマを得たアメ リカの国民や政治エ リー トが、国
防を優先 して人権規範を犠牲にした と言える。
ここで、規範を逸脱 している大国アメリカを再社会化する議論を構築す るため、社会化について論
じる。社会化 とは 「ある集 団から他の集団へ規範やアイデアが移行する学習 のプロセス」であ り、本
稿では 「社会」はグローバル社会 を意味す る。ある規範 を遵守す る社会化 された 「自己」 と、規範を
侵害する社会化 された 「他者」とい う在 り方を持つアイデンティティ形成のことである。
ここでもア ドボカシー ・ネ ッ トワークが重要な役割を担 う。 とくに拷問は国家によって閉鎖的に、
権力 に差がある状態で行われるので、「ブーメラン効果」は有用である。また、この トランスナショナ
ルなア ドボカシー活動による人権擁護活動は、公私あらゆる行為主体を取 り込むために、ネ ッ トワー
クとガヴァナンスの統合 としてのネ ッ トワーク ・ガヴァナンスが重要 となる。そ して人権侵害の監視
と人権擁護 を目的 とするネッ トワー ク ・ガヴァナ ンスを本稿では監視カ ヴァナンス と呼ぶ。監視ガヴ
ァナ ンスは、政府 の人権擁i護の機能だけでなく、あ らゆる地域や場所 に散在す るNGOの 監視ネ ッ ト
ワークを通 じて強化 され るのである。
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結論:rコー ・ガヴァナ ンス」としての人権規範の遵守
以上の論証の流れを受けて 「コー ・ガヴァナンス」の概念の定義 を取 り上げた上で、グローバル ・
ガヴァナンスの欠点 を示唆 している問題の解決に適用す る。すなわち、本稿で取 り上げた二つのグロ
ーバルな問題において、グローバル ・ガ ヴァナ ンスの概念的枠組みを脱構築す るための再考 を試みた。
ガヴァナンスが国際 システムのあらゆるレベル(ト ランスナシ ョナル、ナシ ョナル、サブナシ ョナル)
におけるアクターの統治能力を発揮 し、統治活動を遂行 している様態も意味する上で、国内 レベルに
お けるガ ヴァナンスは、公共セクター(政府)、民間営利セ クター(企業)、民間非営利セ クター(NPO
等)に よるガヴァニングが 「オーバーラップ」 してい る状況にあ り、これ を 「コー ・ガ ヴァナンス」
とい う。 「コー ・ガヴァナンス」の領域は、「新 しい公共空問」 と名付けることもできる。
「コー ・ガ ヴァナンス」は、国境を越える問題をめぐって、NGOのア ドボカシー活動をは じめ国家
や国際機 関との連携を構築するために必要とな りっっある。本稿 では、「コー ・ガヴァナ ンス」の概念
を、国際関係論にお ける規範のア ドボカシー活動において適用すると考える。その理由として、国家
だけでは問題の対処が不十分であ り、NGOなどの非国家主体を取 り入れて、協働で対処す ることが必
要になってきたか らである。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、人権保障についての既存の枠組みを再検 証し、人権保障制度の維持 を図っていくのではなく、





序章は、アメ リカの単独主義が揺 らぎつつあるという認識の下に、人権 という普遍的な問題の解決をめ ぐ
るグロー
バル ・ガバナ ンスの限界について論 じなが ら、国際社会における規範の形成 と規範の普及が いかなる政治変
容をもた らすのかという点について解明を試みたものである。
第1章 は、国際関係論の三つの主要な立場であるネオ ・リアリズム、ネオ ・リベラリズム、コンス トラク
ティヴィズムのうちコンス トラクティヴィズムの立場にたって、そ の理論的な変容、グローバルな公共空間
における規範の内面化、規範か らの逸脱者の社会化 と再社会化、すなわちグローバルな公共空間への諸アク
ターの排除の包摂の両義性、さらに規範の形成 と規範相互のコンフリク トの解決、その結果 としての規範の
安定化 につ いて、理論的な考察を試みたものである。伝統的な国際関係論が依拠 してきた国家申心主義の考
えを乗 りこえて、多国籍企業やNGOなどの非政府セクターをもアクターとして是認し、 トランスナショナル




展開を試みた ものであり、性的搾取を目的とする トラフィッキング(人 身売買)が 持つ重層的な格差と差別
の構造を丹念にフォロー し、その撲滅に向けたア ドボカシー活動、そ して規範の形成のプロセスを解明 した
部分であ り、特にジェンダー研究の領域 において極めて高い評価 を受けている。
第3章 は、2001年の9/llテロ攻撃 に対するアメ リカの報復 として開始されたアフガニスタン戦争、イラ
ク戦争の結果、国際人権条約および拷問禁止条約に違反するアブグレイブ刑務所 とグアンタナモ収容所 にお
ける人権侵害 をめぐって、アメリカの単独主義的な例外主義を批判 し、グローバル社会の公共空間における
ア ドボカシー ・ネッ トワークによって監視を行 い、是正 していく解決策について解き明か している。
第4章 は、結論であり、アメリカの単独主義の終焉、覇権国家の再社会化、そ して諸アクターによるグロ




枠組みとその内実を明 らかに したものであり、コミュニケー ション論を基本的な視点に据えている点で情報
科学の発展に寄与するところが少なくない。
よって、本論文は、博士(情 報科学)の 学位論文として合格 と認める。
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